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A Study of Pressure Ulcer Treatment in Nursing Facilities for the Elderly
Eri Hamasaki, Kazue Kosaka and Shigeshi Kikunaga
　The issue of pressure ulcers is becoming more and more significant as the number 
of elderly in need of nursing care continues to grow in Japan’s increasingly aging 
population. The treatment of pressure ulcers is essential for sustaining activities of daily 
living (ADL) and the quality of life (QOL) of such elderly people. Based on research 
findings, this report examines current conditions and issues concerning the treatment 
of pressure ulcers in nursing facilities for the elderly. 
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1．はじめに
　褥瘡は「身体に加わった外力は骨と皮膚
表層の間の軟部組織の血流を低下、あるい
は停止させる。この状況が一定時間持続さ
れると組織は不可逆的な阻血性障害に陥り
褥瘡となる」（日本褥瘡学会 2005 年）と定
義されている。キーワードは、圧迫・ずれ・
摩擦を含む外力であり、「外力が高齢者な
どの虚弱な組織にベッドや車椅子から加わ
ることで組織が損傷し、さらに失禁によっ
て悪化するという、極めて日常生活に密着
した要因で発生する…（略）…糖尿病や低栄
養などの全身管理が大きく影響する1）」も
のである。
　すなわち、寝たきりや認知症など重度の
要介護高齢者が生活する高齢者介護施設
においては、高齢者の ADL を保ち、QOL
を維持するために褥瘡予防が欠かせない。
褥瘡ケアのポイントは、外力の除去、皮膚
の清潔保持、栄養管理である。褥瘡は一度
できてしまうと急速に悪化し、繰り返し発
生することも少なくない。高齢化の進行と
要介護高齢者の増加にともない、褥瘡はま
すます重要な問題になっている。
　褥瘡に関する研究は、治療にはじまり、
早期発見と早期介入、予防、現在では予測
の重要性が指摘されている。1998 年に日
本褥瘡学会が発足し、近年急速に研究が進
められている分野である。
　医療分野では、2002 年の「褥瘡対策未
実施減算（褥瘡対策が行われていない場合
には、入院基本料から減算）」に始まり、
適切な褥瘡対策が実施された際に加算評価
される「褥瘡患者管理加算（2004 年）」お
よび「褥瘡ハイリスク患者ケア加算（2006
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礎的知識を有し、日常的なケアにおいて配
慮することにより、褥瘡発生の予防効果を
向上させることを想定している」とされ、
次の 5 点が示されている。
　イ．褥瘡ハイリスク者に対し、褥瘡予防
のための計画の作成、実践並びに評価
をする。
　ロ．専任の施設内褥瘡予防対策を担当す
る者を決めておく。
　ハ．医師、看護職員、介護職員、栄養士
等からなる褥瘡対策チ ムーを設置する。
　ニ．褥瘡対策のための指針を整備する。
　ホ．介護職員等に対し、褥瘡対策に関す
る施設内職員継続教育を実施する。また、
施設外の専門家による相談、指導を積極
的に活用することが望ましい。
　このことによって、高齢者介護施設にお
いて、褥瘡予防の具体的対策をおこなうこ
とが明確に義務付けられた。各施設で、褥
瘡対策指針の整備や褥瘡対策委員会が設置
され、これまで職員個々の力量で実践され
てきた褥瘡ケアが、組織的に実践されてい
くことになった。
　先行研究における高齢者介護施設の褥瘡
有病率は、1999 年調査 3）で老人保健施設
3.8％、2006 年調査 4）で介護老人福祉施設
2.47％、介護老人保健施設 2.67％、2010 年
調査 5）で介護老人福祉施設 1.89％、介護
老人保健施設 2.20％である。先行研究の結
果からも、高齢者介護施設における褥瘡ケ
アが改善されていることが分かる。その一
方で、介護職は褥瘡ケアに関する基礎知識
が不十分であり、低い有病率の信憑性につ
いては検討が必要であるといった指摘もあ
る 6）。
3．調査概要
1）対象と方法
　聞き取り調査の調査対象は、岡山県内の
介護老人福祉施設 4 施設および介護老人保
年）」の新設、その後も褥瘡にかかわる診
療報酬の改定が行われている。現在では、
適切な褥瘡管理を実施しなかった場合、入
院基本料そのものが算定できないように
なっており、これまで以上にチームによる
褥瘡対策が実践されている。
　高齢者介護分野においても、褥瘡は介護
の恥という認識や、2006 年から介護保険
施設において褥瘡予防の体制が義務づけら
れたことなどから、施設を挙げて褥瘡ケア
に取り組んでいるところである。したがっ
て、今日の高齢者介護施設における褥瘡ケ
アは、以前に比べると確実に改善されてい
る。とはいえ、その実態については明らか
にされていないところも多く、先行研究に
おいても、ケアの詳細について今後さらに
調査する必要があると指摘されている 2）。
　そこで現在、高齢者介護施設における褥
瘡発生状況や褥瘡ケアの現状と課題を、ア
ンケート調査および聞き取り調査によって
明らかにし、特に介護と栄養管理に視点を
おいた褥瘡予防について研究を進めている
ところである。
　本研究ノートは、聞き取り調査結果およ
びアンケート調査の自由記述結果から、高
齢者介護施設における褥瘡ケアの現状と課
題について、特に介護面を中心に考察した
ものである。
2．高齢者介護施設における褥瘡予防体制整備
　2006 年の介護保険法改正により、高齢
者介護施設には、褥瘡予防の体制整備が義
務づけられ人員、設備及び運営に関する基
準（老企第 43、44、45 号）の介護に「褥
瘡が発生しないよう適切な介護を行うとと
もに、その発生を防止するための体制を整
備しなければならない」と追加された。
　具体的対策は解釈通知において、「施設
において褥瘡の予防のための体制を整備す
るとともに、介護職員等が褥瘡に関する基
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アの課題」をまとめた。アンケート調査の
自由記述結果から、「褥瘡ケア内容（臥位、
座位、その他）」をまとめた。
　アンケート調査の単純集計結果より、
褥瘡を有している者の割合は 3.7％（1 施
設 1−3 名：アンケート調査に回答いただ
けなかった入所者もいるため実際にはさ
らに低い割合である）、平均要介護度は 3.7
であった。
1）聞き取り調査対象者の属性
　聞き取り調査の対象者は表 1の通りである。
表 1　対象者の属性
性別 年齢 職　種
施設 A 女性 40 代 看護師
施設 B 男性 30 代 管理者
施設 C 女性 50 代 介護課長
施設 D 女性 50 代 看護師
施設 E 女性 30 代40 代
作業療法士
看護師
2）褥瘡ケア内容
　褥瘡ケア内容について、アンケート調査
の自由記述（褥瘡ケアにおける工夫および
留意点）を、臥位（表 2）、座位（表 3）、
その他（表 4）にまとめた。
表 2　臥位時の工夫および留意点
■マットレス
・ 耐圧分散マットレスは一部のハイリ
スク利用者のみ使用する
・上敷きエアマットレスを使用する
■ポジショニング
・ ポジショニング写真をとり統一した
ケアを行う
・ ナーセントパットやビーズクッショ
ンなど、ポジショニングクッション
を使用する
・ 関節拘縮箇所にクッション等を使用
して除圧する
・ クッションがない場合は、タオルな
どを丸めて代用する
健施設 1 施設である。調査方法は、施設で
褥瘡ケアの中心的役割を担っている職員へ
の聞き取り調査である。
　アンケート調査の調査対象は、岡山県内
の介護老人福祉施設 3 施設および介護老
人保健施設 2 施設に入所中の要介護高齢
者 190 名である。調査方法は、診療録を用
いた後ろ向きアンケート調査である。アン
ケート調査は現在分析中であり、今回は褥
瘡を有している者の割合および平均要介護
度の単純集計結果、自由記述結果のみ使用
する。
2）期間
　2012 年 8 月〜 2013 年 3 月
3）内容
①聞き取り調査
　・褥瘡ケア体制
　　　発見時の対応の流れ
　　　褥瘡対策委員会
　・褥瘡ケアの課題
　について、半構造化面接による聞き取り
調査を実施した。調査場所は各施設の面談
室や談話室である。調査時間は 1 時間程度
であった。
②アンケート調査の自由記述
　アンケート調査の最後に、臥位、座位、
その他に分けて、対象利用者の褥瘡予防 
（ケア）における工夫および留意点を自由
記述形式で質問した。
4）倫理的配慮
　美作大学研究倫理審査委員会による承認
を得た。同意確認は、各施設の包括同意、
または、利用者の個人同意を書面で得た。
4．調査結果
　聞き取り調査結果から、「褥瘡ケア体制
（褥瘡対策委員会を含む）」および「褥瘡ケ
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は要介護 4−5 レベルの利用者に多い生
活リズムである。さらに、日毎に変化
する利用者の状態に応じた離臥床時間
の調整を行っていた。
■皮膚観察
・ 入浴時には、発赤、水泡、傷などがな
　いか全身を観察し早期発見に努める
・ 糖尿病や皮膚疾患がある利用者はよ
り注意する
・ 乾燥する場合はクリームで保湿に努
める
・ 皮膚が弱い利用者は、アームカバー
やレッグカバーで保護する
■清拭
・ 入浴日以外は清拭を行う
・ 手浴や足浴をする
■トイレ誘導
・ 日中はできる限りトイレ誘導し、洗
浄・清拭して清潔保持に努める
・ 利用者の排尿回数に応じて、トイレ
誘導時間および回数を調整する
■栄養
・ 可能な限り口から食べる
・ 食事摂取量、水分摂取量に留意する
・ 摂取量が減少している時は、回数を
分けて少量ずつ進める
・ 栄養状態の改善を図るため、栄養補
助食品を摂取する
■残存機能の維持
・ リハビリやレクリエーションによっ
て残存機能の維持に努める
・ 日中は、なるべく歩行介助するなど、
日常生活リハビリに努める
■勉強会の実施
3）褥瘡ケア体制
　聞き取り調査結果から、褥瘡ケア体制に
ついて、①発見時の対応の流れ、および、
②褥瘡対策委員会をまとめた。
①発見時の対応の流れ
　褥瘡を発見した際の対応は、①発見→②
看護師に報告→③ミニカンファレンス→④
ケアの変更→⑤情報共有→⑥経過観察で
あった。これは、5 施設ともほぼ同じ対応
の流れであった。具体的には、
■ギャッジアップ
・ 膝関節にクッション等を使用して体
のずれを防ぎ、背抜きを行い姿勢を
整える
・ ベッド上で水分補給等を行った後の
ギャッジアップは 30℃までとする
■体位変換
・ 2−3 時間毎の体位変換
・ ハイリスク者は二人で対応する
・ 体位変換時は、衣類や寝具のしわを
のばし、摩擦やずれを防止する
・ 同一体位を好む利用者へは声かけを
行う
■清潔保持
・ おしめ交換時に洗浄・清拭を行い清
潔保持に努める
・ 衣類や寝具の清潔保持に努める
表 3　座位時の工夫および留意点
■車いす（シーティング）
　除圧クッションおよび姿勢保持クッ
ションを使用する
■椅子への座り替え
　車いすは移動用とし、両足が床面に
つくよう下肢の高さに合わせた椅子に
座る
■座位姿勢
・ 同一姿勢や長時間座ったままになら
ないように注意する
・ レクリエーションや体操等で体を動
かす
・ 適宜姿勢を直し無理な負荷がかから
ないようにする
・ 体の傾きが激しい場合などは臥床時
間を設ける
表 4　その他の工夫および留意点
■離臥床時間
　すべての施設で、利用者の状態に応
じた離床時間を設けていた。例えば、「朝
起床し晩臥床する」「昼食後に 1 時間〜
2 時間程度臥床する」などで、これは要
介護 3 レベルの利用者に多い生活リズ
ムである。長時間離床が難しい場合は、
「3 時間離床後に 1 時間臥床」「1 時間 30
分離床後に 4 時間臥床」などで、これ
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②褥瘡対策委員会
　5 施設とも、褥瘡対策委員会を設置し定
期的に開催していた。メンバーは概ね、管
理者、医師、看護師、介護職員、介護支援
専門員、管理栄養士、作業療法士、生活相
談員、事務であった。
　開催頻度は施設によって異なり、1 か月
に 1 回が 3 施設、2 か月に 1 回が 1 施設、
3 か月に 1 回が 1 施設であった。主な検討
内容は、褥瘡発生状況（およびハイリスク
者）の報告とケアプランの確認、マットレ
スやクッション等の購入検討、使用する薬
や医療用品の検討、研修計画であった。
4）褥瘡ケアの課題
　聞き取り調査結果から、施設における褥
瘡ケアの課題をまとめた。5 施設とも概ね
同じような内容であり、以下の 4 点にまと
めることができた。
①マットレスやクッションの不足
　マットレスやクッションが不足している
ため、優先順位をつけて使用している。不
足していない場合でも、古くなってきてお
り更新したいと言われていた。マットレス
はレンタルが可能であり、レンタルで対応
している施設もあった。クッションは施設
備品も使用しているが、必要に応じて利用
者に購入してもらっていた。しかし、費用
負担が難しい利用者もいるため、機能と価
格の両面で検討せざるを得ないのが現状の
ようである。
②職員不足と知識不足
　知識不足について、基本ケアはできるが、
利用者の体調変化を察知した予測的対応な
ど応用が利かないと言われていた。例えば、
通常は自力体位変換が可能な利用者が、体
調不良などで状態が変化した際の対応など
である。また、介護職員は、寝たきり予防
のため離床は積極的に行うが、離床時の姿
勢の変化や圧迫時間への認識はまだまだ薄
　①持続発赤（Stage1：消退しない発赤）
を発見したら、②看護師に報告する。③そ
の場で、カンファレンスを行い原因の分析
と対応を協議する。発生状況にもよるが、
主な協議内容は、ポジショニング、クッショ
ン、体位変換、マットレス、離臥床時間、
食事摂取量、軟膏塗布やガーゼ保護、など
である。主なメンバーは、看護師、介護職
員、作業療法士、管理栄養士である。
　④ケア内容の変更を行い、⑤申し送り・
議事録・日誌・個人カルテなどで情報を共
有する。嘱託医には回診時に報告する。真
皮損傷（Stage2 以上：真皮の部分欠損以
上）を発見した場合は嘱託医に報告し処置
の指示を受ける（ごく軽度の場合は看護師
対応）。施設によっては、臨時の担当者会
議を開催する。
　⑥検討したケア内容をしばらく継続し経
過観察する。定期カンファレンスや栄養マ
ネジメント会議に挙げ、ケアプランに追記
する。悪化の場合は病院受診とする。
　特に、持続発赤（Stage1）の発見と連携
に力を入れることで、早期発見と早期対応
を徹底していた。こうすることで、ほとん
どの褥瘡が、1 週間〜 1 か月以内に治癒す
ると言われていた。
　施設によって異なっていた点は、施設独
自の褥瘡ケアシートや褥瘡フローシートの
活用、ハイリスク者スペシャルプランの作
成である。この 3 施設は、看護師や作業療
法士が中心となり、介護職員や管理栄養士
と協働で褥瘡予防に取り組んでいる印象を
受けた。例えば、看護師が必ず入浴ケアに
入り全身観察を行う、作業療法士がポジ
ショニングやシーティングの責任を持ち、
マットレスやクッション等の管理をするな
どである。
　また、5 施設とも入所前に必ず褥瘡歴な
どリスク確認を行い、入所時からの褥瘡予
防ケアを徹底していた。
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う。高齢者介護施設は生活の場である。し
たがって、褥瘡ケアに重要なのは、「日中
を座って過ごし、トイレで排泄をし、テー
ブルで食事をするという生活の質 5）」であ
る。褥瘡予防を徹底することは、単に褥瘡
を予防するのみならず、要介護高齢者の
ADL および QOL の維持・向上という介
護の本質にもつながるものである。
　本調査を通じて、不十分なハード面をケ
アというソフト面でカバーしながら奮闘す
る高齢者介護現場の実態を社会に発信して
いく必要性を強く感じたとともに、今以上
に高く評価されてしかるべきであると考え
させられた。
　今後は、さらにアンケート調査結果を詳
細に分析し、高齢者介護施設における褥瘡
ケアについて引き続き検証していきたい。
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い傾向にあるといった意見もあった。
③情報共有の徹底
　申し送り毎の看護師の指導や、議事録、
日誌、個人カルテなどの閲覧で情報共有と
ケアの統一に努めているが、徹底はなかな
か難しいようである。また、ポジショニン
グ指導をしても同じようにできない職員が
いるため、繰り返しの指導が必要であると
言われていた。
④入所者の重度化に伴うケア量の増加
　「平成 23 年介護サービス施設・事業所
調査」によると、2011 年の平均介護度は、
介護老人福祉施設が 3.89、介護老人保健
施設が 3.31 であり、年々高くなっている。
今回のアンケート調査でも、入所者の平均
介護度は 3.7 であった。当然、ケア量は増
加し、入所者のほとんどが褥瘡危険因子保
有者である。さらに年々、高齢者介護施設
に求められるケア内容の量・質ともに高度
なものとなっており、利用者や家族からの
要求も増えているのが実態である。
5．まとめ
　聞き取り調査結果およびアンケート調査
の自由記述結果から、高齢者介護施設にお
ける褥瘡ケアの現状と課題について、介護
面を中心にまとめた。
　入所者の平均要介護度は3.7であり、ベッ
ド上で自力体位変換ができない、座位姿勢
の保持および除圧ができない、関節拘縮や
麻痺がある、入所者も多い。また、入所者
のほとんどに失禁がみられた。つまり入所
者の多くが、褥瘡危険因子保有者である。
それにもかかわらず、褥瘡を有している者
の割合は 3.7％（1 施設 1〜3 名）と低かった。
　これは何よりも、離床時間を設ける、車
いすから椅子に座り替える、口から食べる
ことを継続する、トイレ誘導を行う、など
介護現場ならではの、入所者の状態に応じ
たきめ細やかな日常ケアの結果といえよ
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